
平成28年度事務事業評価シート

平成28年６月30日作成

款 項 目 年度

１　事業概要（平成28年度）

２　実施結果 (単位　円）

事 業 番 号 331 担 当 課 等 学校教育課

事 務 事 業 名 私立幼稚園助成事業

Ｐ124 4 Ⅰ 2 （1） ④

事 業 開 始 年 度 平成

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

予 算 科 目 コ ー ド 会計 01 09 01 02

関 連 する 個 別 計 画

目　　的
　幼児教育を奨励するため、私立幼稚園に対し運営費及び管理費の補助を行
う。

対　　象 　宮上幼稚園

ゆがわら2011プラン
後 期 基 本 計 画

生涯を通じて学び
豊かな心を育むま
ちづくり

生涯学習の推進 幼児教育 幼児教育の充実 私立幼稚園への助成

内　　容
　諸経費等の値上がり等で運営が困難な状況にある私立幼稚園に対し補助を行
う。

コ
ス
ト

区  分 平成26年度（決算） 平成27年度（決算） 平成28年度（見込）

人
件
費

常勤職員

人件費合計 0 0 0

総事業費 250,000 250,000 250,000

非常勤職員等

事業費 250,000 250,000 250,000

助成金額 円 250,000 250,000 250,000

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成26年度 平成27年度 目標値

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

一般財源 250,000 250,000 250,000

財源合計 250,000 250,000 250,000

その他特定財源

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成26年度 平成27年度 目標値

学校教育課(私立幼稚園助成事業)



３　平成27年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（平成29年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

有　効　性
事業の目的に対して成果
が得られているか Ａ

  私立幼稚園に対し運営費の補助を行い教育条件
の維持向上を図ることができる。

公　平　性
事業の目的に対して受益
の機会が均等か Ｂ

  私立幼稚園と公立幼稚園の公平性の確保を図って
いる。

評　価　　５段階とその理由を記入（Ａ：高い　Ｂ：やや高い　Ｃ：普通　Ｄ：やや低い　Ｅ：低い）

必　要　性
町が実施する必要がある
のか Ａ

  私立幼稚園運営の円滑化を図り園児に適切な環
境を与えるために必要。

効　率　性
投入した費用に見合った効
果が得られているか Ａ

  幼児教育の振興充実が図られ保護者の教育費負
担の軽減を図ることができる。

総 合 評 価 継続（現状維持）
私立幼稚園の運営を助成することにより、幼児教
育の充実を図る。

・新たな子ども・子育て支援制度がスタートした中で、今までどおりの助成ではなく、本来の在り方を検討
すべきである。

総 合 評 価 継続（現状維持）

平成27年度までの
改 善 点

　特になし

平成28年度の見直し
及び改善

（実績または予定）
　特になし

平成29年度以降の
方向性

　諸経費の増を考慮し、補助額の見直しを検討する必要がある。

学校教育課(私立幼稚園助成事業)



平成28年度事務事業評価シート

平成28年６月30日作成

款 項 目 年度

１　事業概要（平成28年度）

２　実施結果 (単位　円）

事 業 番 号 334 担 当 課 等 学校教育課

事 務 事 業 名 小中学校児童生徒作品展開催事業

Ｐ126 4 Ⅰ 3 （1） ①

事 業 開 始 年 度 平成

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

予 算 科 目 コ ー ド 会計 01 09 01 02

関 連 する 個 別 計 画

目　　的
　湯河原小・中学校の児童生徒の作品を町立図書館に展示し、小・中学校の学
習の成果の発表と鑑賞の機会を提供し、この機会に児童生徒の多彩な学習の成
果を住民に知ってもらい、開かれた学校運営を目指す。

対　　象 　町立小・中学校の児童・生徒

ゆがわら2011プラン
後 期 基 本 計 画

生涯を通じて学び
豊かな心を育むま
ちづくり

生涯学習の推進 学校教育 小・中学校教育の
充実

特色ある教育の推進

内　　容
　湯河原小・中学校の児童生徒の作品を１１月下旬～12月上旬に町立図書館に
展示し、小・中学校の学習の成果の発表と鑑賞の機会を提供する。

コ
ス
ト

区  分 平成26年度（決算） 平成27年度（決算） 平成28年度（見込）

人
件
費

常勤職員

人件費合計 0 0 0

総事業費 90,000 90,000 90,000

非常勤職員等

事業費 90,000 90,000 90,000

展示数 成果の発表 点

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成26年度 平成27年度 目標値

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

一般財源 90,000 90,000 90,000

財源合計 90,000 90,000 90,000

その他特定財源

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成26年度 平成27年度 目標値

学校教育課(小中学校児童生徒作品展開催事業)



３　平成27年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（平成29年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

有　効　性
事業の目的に対して成果
が得られているか Ａ

　作品展として町民等多くの皆さんに児童・生徒の学
習成果を知ってもらえる。

公　平　性
事業の目的に対して受益
の機会が均等か Ａ

　児童・生徒全員の作品の中から優秀作品を選定し
ている。

評　価　　５段階とその理由を記入（Ａ：高い　Ｂ：やや高い　Ｃ：普通　Ｄ：やや低い　Ｅ：低い）

必　要　性
町が実施する必要がある
のか Ａ

　小中学校の学習成果の発表と鑑賞の機会を提供
し、成果を住民に知ってもらい、開かれた学校運営を
目指す。

効　率　性
投入した費用に見合った効
果が得られているか Ａ

　児童・生徒の作品を広く発表する機会があることで
児童・生徒の学習意欲の向上を図ることができてい
る。

総 合 評 価 継続（現状維持）
児童・生徒の作品を広く発表する機会があること
で児童・生徒の学習意欲の向上が期待できる。

・特になし

総 合 評 価 継続（現状維持）

平成27年度までの
改 善 点

特になし

平成28年度の見直し
及び改善

（実績または予定）
特になし

平成29年度以降の
方向性

現状維持

学校教育課(小中学校児童生徒作品展開催事業)



平成28年度事務事業評価シート

平成28年６月30日作成

款 項 目 年度

１　事業概要（平成28年度）

２　実施結果 (単位　円）

事 業 番 号 335 担 当 課 等 学校教育課

事 務 事 業 名 教職員等研修事業

Ｐ126 4 Ⅰ 3 （1） ⑨

事 業 開 始 年 度 平成

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

予 算 科 目 コ ー ド 会計 01 09 01 02

関 連 する 個 別 計 画

目　　的 　教職員の資質の向上を図るため研修事業を実施する。

対　　象 　全教職員

ゆがわら2011プラン
後 期 基 本 計 画

生涯を通じて学び
豊かな心を育むま
ちづくり

生涯学習の推進 学校教育 小・中学校教育の
充実

教育研究・教職員研
修の充実

内　　容
　湯河原町幼保小中連携研修会及び湯河原町人権教育研修会として、人権教
育を主とした研修会を開催。

コ
ス
ト

区  分 平成26年度（決算） 平成27年度（決算） 平成28年度（見込）

人
件
費

常勤職員

人件費合計 0 0 0

総事業費 61,608 62,090 72,000

非常勤職員等

事業費 61,608 62,090 72,000

研修会実施回数 回 2 2 2

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成26年度 平成27年度 目標値

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

一般財源 61,608 62,090 72,000

財源合計 61,608 62,090 72,000

その他特定財源

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成26年度 平成27年度 目標値

学校教育課(教職員等研修事業)



３　平成27年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（平成29年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

有　効　性
事業の目的に対して成果
が得られているか Ｂ

　効果の測定は難しいが教職員の学習機会を確保
することで見識の底上げが期待できる。

公　平　性
事業の目的に対して受益
の機会が均等か Ａ

　２回のうち１回は保育園との連携として保育士も参
加範囲を拡大し実施したい。

評　価　　５段階とその理由を記入（Ａ：高い　Ｂ：やや高い　Ｃ：普通　Ｄ：やや低い　Ｅ：低い）

必　要　性
町が実施する必要がある
のか Ａ

　公立幼・小・中学校教職員の資質向上のために必
要である。

効　率　性
投入した費用に見合った効
果が得られているか Ａ

　子どもたちを取り巻く社会は日々多様化・複雑化し
ており教職員に対し広い見識が求められる中で毎年
研修会を実施し、教職員の資質向上を図った。

総 合 評 価 継続（現状維持）
教職員の資質向上のために継続実施する必要が
ある。

・特になし

総 合 評 価 継続（現状維持）

平成27年度までの
改 善 点

　特になし

平成28年度の見直し
及び改善

（実績または予定）
　特になし

平成29年度以降の
方向性

　継続し、実施する。

学校教育課(教職員等研修事業)



平成28年度事務事業評価シート

平成28年６月30日作成

款 項 目 年度

１　事業概要（平成28年度）

２　実施結果 (単位　円）

事 業 番 号 336 担 当 課 等 学校教育課

事 務 事 業 名 人権問題研究会等参加事業

Ｐ126 4 Ⅰ 3 （1） ⑤

事 業 開 始 年 度 平成

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

予 算 科 目 コ ー ド 会計 01 09 01 02

関 連 する 個 別 計 画

目　　的 　人権に対する知識と認識を深める。

対　　象 　教育委員会事務局職員

ゆがわら2011プラン
後 期 基 本 計 画

生涯を通じて学び
豊かな心を育むま
ちづくり

生涯学習の推進 学校教育 小・中学校教育の
充実

人権教育の推進

内　　容 　同和三団体の研究会への参加や雑誌等の購入。

コ
ス
ト

区  分 平成26年度（決算） 平成27年度（決算） 平成28年度（見込）

人
件
費

常勤職員

人件費合計 0 0 0

総事業費 93,505 97,071 126,000

非常勤職員等

事業費 93,505 97,071 126,000

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成26年度 平成27年度 目標値

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

一般財源 93,505 97,071 126,000

財源合計 93,505 97,071 126,000

その他特定財源

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成26年度 平成27年度 目標値

学校教育課(人権問題研究会等参加事業) 



３　平成27年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（平成29年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

有　効　性
事業の目的に対して成果
が得られているか Ｂ

　人権団体主催の研究会等に参加することで人権団
体に対し町教育委員会の姿勢を示すことができる。

公　平　性
事業の目的に対して受益
の機会が均等か Ｃ

　研究会等の参加内容を学校現場にフィードバック
できない部分がある。

評　価　　５段階とその理由を記入（Ａ：高い　Ｂ：やや高い　Ｃ：普通　Ｄ：やや低い　Ｅ：低い）

必　要　性
町が実施する必要がある
のか Ｂ

　人権団体主催の研究会等に参加することで人権に
関する知見を深めることができる。

効　率　性
投入した費用に見合った効
果が得られているか Ｂ

　必要に応じて学校の教職員に情報提供を行うこと
で学校教育の充実が寄与することができる。

総 合 評 価 継続（現状維持）
人権団体主催の研究会等に参加することで人権
に関する知見を深めることができる。

・特になし

総 合 評 価 継続（現状維持）

平成27年度までの
改 善 点

　特になし

平成28年度の見直し
及び改善

（実績または予定）
　特になし

平成29年度以降の
方向性

　現状維持

学校教育課(人権問題研究会等参加事業) 



平成28年度事務事業評価シート

平成28年６月30日作成

款 項 目 年度

１　事業概要（平成28年度）

２　実施結果 (単位　円）

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成26年度 平成27年度 目標値

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

一般財源 220,000 220,000 220,000

財源合計 220,000 220,000 220,000

その他特定財源

実施回数 回 1 1 1

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成26年度 平成27年度 目標値

事業費 220,000 220,000 220,000

内　　容
　町内小学校の児童が町民体育館に集い、日常の音楽活動の成果を発表しあ
い、交流の輪をひろげ、優れた演奏家の音楽を聴く。

コ
ス
ト

区  分 平成26年度（決算） 平成27年度（決算） 平成28年度（見込）

人
件
費

常勤職員

人件費合計 0 0 0

総事業費 220,000 220,000 220,000

非常勤職員等

09 01 02

関 連 する 個 別 計 画

目　　的 　優れた演奏家などの音楽を聴くことにより、情操を深める。

対　　象 　町内小学校児童

ゆがわら2011プラン
後 期 基 本 計 画

生涯を通じて学び
豊かな心を育むま
ちづくり

生涯学習の推進 学校教育 小・中学校教育の
充実

小学校教育の充実

事 業 番 号 337 担 当 課 等 学校教育課

事 務 事 業 名 小学校音楽会開催事業

Ｐ126 4 Ⅰ 3 （1） ②

事 業 開 始 年 度 平成

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

予 算 科 目 コ ー ド 会計 01

学校教育課(小学校音楽会開催事業)



３　平成27年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（平成29年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

総 合 評 価 継続（現状維持）
質の高い生の演奏を聴くことができ情操を深める
ことができる。また、３小学校の交流も期待できる。

・例年どおり行うのではなく、各年でもよいので充実したものとしてもらいたい。

総 合 評 価 継続（現状維持）

平成27年度までの
改 善 点

　３小学校体育館において、持ち回りで実施していたが、利便性を考慮し平成27
年度から町民体育館で実施することとなった。

平成28年度の見直し
及び改善

（実績または予定）
  特になし

平成29年度以降の
方向性

  現状維持

有　効　性
事業の目的に対して成果
が得られているか Ａ

　質の高い生の演奏を直接聴くことで情操を深めるこ
とができる。

公　平　性
事業の目的に対して受益
の機会が均等か Ｂ 　実施内容から小学校４・５年生を対象としている。

評　価　　５段階とその理由を記入（Ａ：高い　Ｂ：やや高い　Ｃ：普通　Ｄ：やや低い　Ｅ：低い）

必　要　性
町が実施する必要がある
のか Ａ

　優れた音楽家の演奏を直接聴くことにより豊かな心
を育むことができる。

効　率　性
投入した費用に見合った効
果が得られているか Ａ

　３小学校合同で開催することで１回の開催全小学
校の児童を対象に情操を深めることができている。

学校教育課(小学校音楽会開催事業)



平成28年度事務事業評価シート

平成28年６月30日作成

款 項 目 年度

１　事業概要（平成28年度）

２　実施結果 (単位　円）

事 業 番 号 338 担 当 課 等 学校教育課

事 務 事 業 名 教育課題研究事業

Ｐ126 4 Ⅰ 3 （1） ⑨

事 業 開 始 年 度 平成

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

予 算 科 目 コ ー ド 会計 01 09 01 02

関 連 する 個 別 計 画

目　　的
　特色ある湯河原の学校教育の推進、教育における「現代的課題」への取組、教
育研究組織の活性化、教職員の意識改革と意欲向上を図る。

対　　象 　全教職員

ゆがわら2011プラン
後 期 基 本 計 画

生涯を通じて学び
豊かな心を育むま
ちづくり

生涯学習の推進 学校教育 小・中学校教育の
充実

教育研究・教職員研
修の充実

内　　容
　学びづくり推進事業とリンクさせ、さらに年間で３回の講師招聘を実施し、教員の
授業力向上及び授業改善への示唆をいただく授業研究会の取組みを、湯河原
町教育研究会に委託する。

コ
ス
ト

区  分 平成26年度（決算） 平成27年度（決算） 平成28年度（見込）

人
件
費

常勤職員

人件費合計 0 0 0

総事業費 90,000 90,000 90,000

非常勤職員等

事業費 90,000 90,000 90,000

授業研究会の開催

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成26年度 平成27年度 目標値

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

一般財源 90,000 90,000 90,000

財源合計 90,000 90,000 90,000

その他特定財源

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成26年度 平成27年度 目標値

学校教育課(教育課題研究事業)



３　平成27年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（平成29年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

有　効　性
事業の目的に対して成果
が得られているか Ａ

　町立学校教職員の授業力向上、実践的指導力の
向上に多大な効果を得られている。

公　平　性
事業の目的に対して受益
の機会が均等か Ａ

　町立学校に通う全ての児童・生徒に対して、質の高
い授業を提供することが、公教育の目指すべき方向
である。

評　価　　５段階とその理由を記入（Ａ：高い　Ｂ：やや高い　Ｃ：普通　Ｄ：やや低い　Ｅ：低い）

必　要　性
町が実施する必要がある
のか Ａ

　特色ある湯河原の学校教育の推進や、町立学校教
職員の意識改革と意欲向上にとって必要不可欠であ
る。

効　率　性
投入した費用に見合った効
果が得られているか Ａ

　校内研究会に、外部講師を複数回招聘すること
で、理論と実践がつながり、質の高い研究会を実施
できる。

総 合 評 価 継続（見直し）
教員の授業力向上に有効な事業であるが、同じ
目的で「学びづくり推進事業」を実施しており、同
事業へ整理統合したい。

・特になし

総 合 評 価 廃止・中止 学びづくり推進事業へ統合

平成27年度までの
改 善 点

　外部講師を招聘する回数を増加できたことで、より一層充実した校内研究会を
実施することができた。

平成28年度の見直し
及び改善

（実績または予定）

　学びづくり研究推進連絡会議等を活用し、幼小中の11年間の「学び」を、より一
層意識した取組となるように、各学校・園に働きかける。

平成29年度以降の
方向性

　現状維持

学校教育課(教育課題研究事業)



平成28年度事務事業評価シート

平成28年６月30日作成

款 項 目 年度

１　事業概要（平成28年度）

２　実施結果 (単位　円）

事 業 番 号 344 担 当 課 等 学校教育課

事 務 事 業 名 小中学校環境調査事業

Ｐ126 4 Ⅰ 3 （1） ⑩

事 業 開 始 年 度 平成

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

予 算 科 目 コ ー ド 会計 01 09 01 02

関 連 する 個 別 計 画

目　　的 　学校保健安全法第６条第２項の規程に基づき、環境衛生検査を実施する。

対　　象 　小中学校

ゆがわら2011プラン
後 期 基 本 計 画

生涯を通じて学び
豊かな心を育むま
ちづくり

生涯学習の推進 学校教育 小・中学校教育の
充実

教育施設・設備・整備
の推進

内　　容
　小中学校において環境衛生検査（教室等の照度・騒音・空気・湿度等）を実施
する。

コ
ス
ト

区  分 平成26年度（決算） 平成27年度（決算） 平成28年度（見込）

人
件
費

常勤職員

人件費合計 0 0 0

総事業費 270,000 270,000 270,000

非常勤職員等

事業費 270,000 270,000 270,000

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成26年度 平成27年度 目標値

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

一般財源 270,000 270,000 270,000

財源合計 270,000 270,000 270,000

その他特定財源

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成26年度 平成27年度 目標値

学校教育課(小中学校環境調査事業)



３　平成27年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（平成29年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

有　効　性
事業の目的に対して成果
が得られているか Ｂ

　学校環境の客観的な資料となり、在校生の健康管
理上の目安となる。

公　平　性
事業の目的に対して受益
の機会が均等か Ａ

　学校環境の客観的な資料となり、在校生の健康管
理上の目安となる。

評　価　　５段階とその理由を記入（Ａ：高い　Ｂ：やや高い　Ｃ：普通　Ｄ：やや低い　Ｅ：低い）

必　要　性
町が実施する必要がある
のか Ａ 　法に基づき学校の環境衛生検査を実施するもの。

効　率　性
投入した費用に見合った効
果が得られているか Ａ

　測定には専門的機器と知識が必要であり、委託以
外に実施は不可能である。

総 合 評 価 継続（現状維持） 法律に基づき実施が必要。

・特になし

総 合 評 価 継続（現状維持）

平成27年度までの
改 善 点

　特になし

平成28年度の見直し
及び改善

（実績または予定）
　特になし

平成29年度以降の
方向性

　現状維持

学校教育課(小中学校環境調査事業)



平成28年度事務事業評価シート

平成28年６月30日作成

款 項 目 年度

１　事業概要（平成28年度）

２　実施結果 (単位　円）

事 業 番 号 346 担 当 課 等 学校教育課

事 務 事 業 名 校外体験学習推進事業

Ｐ126 4 Ⅰ 3 （1） ①

事 業 開 始 年 度 平成

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

予 算 科 目 コ ー ド 会計 01 09 01 02

関 連 する 個 別 計 画

目　　的
　郷土の特色ある地場産業、自然を実地に体験することで、町民の一員として、自
分の住む町をより理解し、郷土愛が育まれる。

対　　象 　町内小学校児童

ゆがわら2011プラン
後 期 基 本 計 画

生涯を通じて学び
豊かな心を育むま
ちづくり

生涯学習の推進 学校教育 小・中学校教育の
充実

特色ある教育の推進

内　　容

次の体験教室を開催する。
・お茶摘み体験（児童が茶摘みを体験し、そのお茶を給食等で試飲することにより、農業に対する
 理解を深める。）
・温泉入浴体験教室（こごめの湯で温泉の入り方とマナーを学ぶ。）
・稚鮎の放流体験（郷土の自然や生き物へのいつくしみを深める。）

コ
ス
ト

区  分 平成26年度（決算） 平成27年度（決算） 平成28年度（見込）

人
件
費

常勤職員

人件費合計 0 0 0

総事業費 476,026 483,328 850,000

非常勤職員等

事業費 476,026 483,328 850,000

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成26年度 平成27年度 目標値

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

一般財源 476,026 483,328 850,000

財源合計 476,026 483,328 850,000

その他特定財源

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成26年度 平成27年度 目標値

学校教育課(校外体験学習推進事業)



３　平成27年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（平成29年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

有　効　性
事業の目的に対して成果
が得られているか Ａ

　地域の産業など身をもって体験することで地域を考
える機会を作りだし、教育の充実につながっていくと
考える。

公　平　性
事業の目的に対して受益
の機会が均等か Ａ

　特定の学年で毎年実施しており、多くの児童が参
加している。

評　価　　５段階とその理由を記入（Ａ：高い　Ｂ：やや高い　Ｃ：普通　Ｄ：やや低い　Ｅ：低い）

必　要　性
町が実施する必要がある
のか Ａ

　地場産業や自然を体験することで郷土で学ぶこと
ができる。

効　率　性
投入した費用に見合った効
果が得られているか Ａ 　町内の関係団体から協力をいただき実施している。

総 合 評 価 継続（現状維持）
湯河原の特色ある授業として、町内の関係団体の
協力により実施している。

・特になし

総 合 評 価 継続（現状維持）

平成27年度までの
改 善 点

　特になし

平成28年度の見直し
及び改善

（実績または予定）

　児童の送迎について、平成28年度からバス借上料を予算化し、授業の安全性
の向上を図った。

平成29年度以降の
方向性

　現状維持

学校教育課(校外体験学習推進事業)



平成28年度事務事業評価シート

平成28年６月30日作成

款 項 目 年度

１　事業概要（平成28年度）

２　実施結果 (単位　円）

事 業 番 号 1056 担 当 課 等 学校教育課

事 務 事 業 名 子どもフォーラム開催事業

Ｐ126 4 Ⅰ 3 （1） ①

事 業 開 始 年 度 平成 23

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

予 算 科 目 コ ー ド 会計 01 09 01 02

関 連 する 個 別 計 画

目　　的
　「笑顔あふれる最高の楽校（がっこう）」（平成23年度湯河原町子どもフォーラム
宣言）の実現と、児童・生徒が主体的に活動できる場を設定することにより、よりよ
い「小・小連携」「小・中接続」の実現を目指す。

対　　象 　町内各小中学校の児童・生徒

ゆがわら2011プラン
後 期 基 本 計 画

生涯を通じて学び
豊かな心を育むま
ちづくり

生涯学習の推進 学校教育 小・中学校教育の
充実

特色ある教育の推進

内　　容
　児童・生徒が主体的、協働的に活動できる場を、年間７回設定することで、自分
たちの手でよりよい学校、町を創る意識を高め、行動する児童・生徒を育成する。

コ
ス
ト

区  分 平成26年度（決算） 平成27年度（決算） 平成28年度（見込）

人
件
費

常勤職員

人件費合計 0 0 0

総事業費 98,500 0 283,000

非常勤職員等

事業費 98,500 283,000

子どもフォーラム開催数 活動できる場の設定 回 7

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成26年度 平成27年度 目標値

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

一般財源 98,500 0 283,000

財源合計 98,500 0 283,000

その他特定財源

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成26年度 平成27年度 目標値

学校教育課(子どもフォーラム開催事業)



３　平成27年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（平成29年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

有　効　性
事業の目的に対して成果
が得られているか Ｂ

　昨年度も参加した児童・生徒が、今年度も参加する
という循環が生まれているが、個々の生活スタイルの
変化により、参加ができない場合もある。

公　平　性
事業の目的に対して受益
の機会が均等か Ａ

　児童・生徒たちの手で、「笑顔あふれる最高の楽校
（がっこう）」を実現することで、町立学校に通う全ての
児童・生徒に還元することができる。

評　価　　５段階とその理由を記入（Ａ：高い　Ｂ：やや高い　Ｃ：普通　Ｄ：やや低い　Ｅ：低い）

必　要　性
町が実施する必要がある
のか Ａ

　児童・生徒が自分たちの学校、町を大切に思い、よ
りよくしていこうとする意識や行動に繋げるために、町
が実施する必要がある。

効　率　性
投入した費用に見合った効
果が得られているか Ａ

　町出身の方に、コーディネートしていただくことで、
町を愛するという共通項を持って、事業を行うことが
できる。

総 合 評 価 継続（現状維持）
主体的、協働的に行動し、考えることができる児
童・生徒を育成するために有効な事業と考えてい
る。

・特になし

総 合 評 価 継続（現状維持）

平成27年度までの
改 善 点

　年間実施回数を増加させ、また、大学生等の参加を企画することで、様々な児
童・生徒が参加しやすい状況を設定した。

平成28年度の見直し
及び改善

（実績または予定）

　より一層参加しやすい状況を設定するため、映画上映会、青空ダイアログ（対
話）、新版防災ロゲイニング等、子どもフォーラムの目的から逸脱しない範囲での
行事を企画している。

平成29年度以降の
方向性

　地域の皆さまにも、積極的に参加していただけるような事業に発展させる。

学校教育課(子どもフォーラム開催事業)



平成28年度事務事業評価シート

平成28年６月30日作成

款 項 目 年度

１　事業概要（平成28年度）

２　実施結果 (単位　円）

事 業 番 号 1006 担 当 課 等 学校教育課

事 務 事 業 名 学びづくり推進事業

Ｐ126 4 Ⅰ 3 （1） ①

事 業 開 始 年 度 平成

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

予 算 科 目 コ ー ド 会計 01 09 01 02

関 連 する 個 別 計 画

目　　的
　児童・生徒及び地域の実情や課題を踏まえ、基本的な知識及び技能を習得さ
せ、課題を解決するための思考力・判断力・表現力等をはぐぐみ、主体的に学習
に取り組む姿勢を養うことで、児童・生徒の学力向上を図る。

対　　象 　町内小中学校の児童・生徒

ゆがわら2011プラン
後 期 基 本 計 画

生涯を通じて学び
豊かな心を育むま
ちづくり

生涯学習の推進 学校教育 小・中学校教育の
充実

特色ある教育の推進

内　　容
　「かながわの学びづくり推進事業」、が終了したが、町独自で事業を継続し、各
学校での創意工夫を生かした、教職員の授業力向上、及び授業改善を図る。

コ
ス
ト

区  分 平成26年度（決算） 平成27年度（決算） 平成28年度（見込）

人
件
費

常勤職員

人件費合計 0 0 0

総事業費 524,270 483,328 555,000

非常勤職員等

事業費 524,270 483,328 555,000

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成26年度 平成27年度 目標値

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

一般財源 524,270 483,328 555,000

財源合計 524,270 483,328 555,000

その他特定財源

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成26年度 平成27年度 目標値

学校教育課(学びづくり推進事業)



３　平成27年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（平成29年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

有　効　性
事業の目的に対して成果
が得られているか Ａ

　継続して同じ講師を招聘することができ、町立学校
教職員の授業力向上、実践的指導力の向上に多大
な効果を得られている。

公　平　性
事業の目的に対して受益
の機会が均等か Ａ

　町立学校に通う全ての児童・生徒に対して、質の高
い授業を提供することが、公教育の目指すべき方向
である。

評　価　　５段階とその理由を記入（Ａ：高い　Ｂ：やや高い　Ｃ：普通　Ｄ：やや低い　Ｅ：低い）

必　要　性
町が実施する必要がある
のか Ａ

　町の児童・生徒の実態、町立学校の状況、それらを
取り巻く町の状況を反映した取組みを実現するため
には、町の事業として実施する必要がある。

効　率　性
投入した費用に見合った効
果が得られているか Ａ

　校内研究会に、外部講師を複数回招聘すること
で、理論と実践がつながり、質の高い研究会を実施
でき、授業力向上、授業改善が図れる。

総 合 評 価 継続（現状維持）
教職員の授業力向上、及び授業改善を図るた
め、継続的な実施が必要である。

・特になし

総 合 評 価 継続（現状維持）

平成27年度までの
改 善 点

　福浦幼稚園にも、外部講師を招聘することで、公教育における幼小中の「学び」
の連続性を意識した取組みを行った。

平成28年度の見直し
及び改善

（実績または予定）

　町立学校同士で授業を見学し合うだけでなく、町外のよりよい実践を吸収し、本
町の公教育に還元するため、教職員が先進校のみならず、近隣市町村の校内研
究会等にも積極的に参加できるように働きかける。

平成29年度以降の
方向性

　町立保育園と、「学び」の部分を共有し、義務教育を終えるまでに、町としてどの
ような生徒を育てたいかを明確にした上で、幼保小中の情報連携・行動連携を
図っていく。

学校教育課(学びづくり推進事業)



平成28年度事務事業評価シート

平成28年６月30日作成

款 項 目 年度

１　事業概要（平成28年度）

２　実施結果 (単位　円）

事 業 番 号 1167 担 当 課 等 学校教育課

事 務 事 業 名 教育委員会事務点検・評価実施事業

Ｐ127 4 Ⅰ 3 （1） ⑪

事 業 開 始 年 度 平成

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

予 算 科 目 コ ー ド 会計 01 09 01 02

関 連 する 個 別 計 画

目　　的

　教育委員会は、その権限に属する事務の管理及び執行の状況について点検及
び評価を行い、その結果に関する報告書を作成し公表しなければならないとされ
ており、点検及び評価を行うに当たっては、教育に関し学識経験を有する者の知
見を図るものとされている。

対　　象 　教育委員会事務局

ゆがわら2011プラン
後 期 基 本 計 画

生涯を通じて学び
豊かな心を育むま
ちづくり

生涯学習の推進 学校教育 小・中学校教育の
充実

教育行政における諸
問題の検討

内　　容
　湯河原町教育委員会基本方針に定める施策に関する事務の管理執行状況に
ついて、学識経験者により点検及び評価を実施し、広く公表するとともに今後の
施策に役立てる。

コ
ス
ト

区  分 平成26年度（決算） 平成27年度（決算） 平成28年度（見込）

人
件
費

常勤職員

人件費合計 0 0 0

総事業費 64,000 68,990 77,000

非常勤職員等

事業費 64,000 68,990 77,000

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成26年度 平成27年度 目標値

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

一般財源 64,000 68,990 77,000

財源合計 64,000 68,990 77,000

その他特定財源

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成26年度 平成27年度 目標値

学校教育課(教育委員会事務点検・評価実施事業)



３　平成27年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（平成29年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

有　効　性
事業の目的に対して成果
が得られているか Ａ

　法に基づき第3者委員により適正に評価いただい
ている。

公　平　性
事業の目的に対して受益
の機会が均等か Ａ

　法に基づき議会（委員会）に報告するとともにホー
ムページに掲載し広く周知している。

評　価　　５段階とその理由を記入（Ａ：高い　Ｂ：やや高い　Ｃ：普通　Ｄ：やや低い　Ｅ：低い）

必　要　性
町が実施する必要がある
のか Ａ

　地方教育行政法に基づき教育委員会が行う事務
事業について第3者による点検・評価を実施する必
要がある。

効　率　性
投入した費用に見合った効
果が得られているか Ａ

　委員の理解と協力により評価していただいているの
が現状である。

総 合 評 価 継続（現状維持）
教育委員会事務の点検・評価は、法律に基づき
実施が必要なもの。

・特になし

総 合 評 価 継続（現状維持）

平成27年度までの
改 善 点

　特になし

平成28年度の見直し
及び改善

（実績または予定）
　特になし

平成29年度以降の
方向性

　現状維持

学校教育課(教育委員会事務点検・評価実施事業)



平成28年度事務事業評価シート

平成28年６月30日作成

款 項 目 年度

１　事業概要（平成28年度）

２　実施結果 (単位　円）

事 業 番 号 1197 担 当 課 等 学校教育課

事 務 事 業 名 小中学校図書館司書配置事業

Ｐ126 4 Ⅰ 3 （1） ②③

事 業 開 始 年 度 平成 27

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

予 算 科 目 コ ー ド 会計 01 09 01 02

関 連 する 個 別 計 画

目　　的
　小中学校の図書館には、司書教諭が配置されているが、専任ではないため、非
常勤の学校司書を置くことにより、司書教諭をサポートし、学校図書館の運営の改
善及び向上や、児童・生徒の学校図書館の利用促進を図る。

対　　象 　町内小中学校の児童・生徒

ゆがわら2011プラン
後 期 基 本 計 画

生涯を通じて学び
豊かな心を育むま
ちづくり

生涯学習の推進 学校教育 小・中学校教育の
充実

小学校教育の充実
中学校教育の充実

内　　容
　非常勤学校図書館司書の配置、学校図書館システムの更新及び学校図書館
専用ポータルサイトの運営。

コ
ス
ト

区  分 平成26年度（決算） 平成27年度（決算） 平成28年度（見込）

人
件
費

常勤職員

人件費合計 0 614,860 920,000

総事業費 0 614,860 920,000

非常勤職員等 0 614,860 920,000

事業費 0 0 0

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成26年度 平成27年度 目標値

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

一般財源 0 614,860 920,000

財源合計 0 614,860 920,000

その他特定財源

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成26年度 平成27年度 目標値

学校教育課(小中学校図書館司書配置事業)



３　平成27年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（平成29年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

有　効　性
事業の目的に対して成果
が得られているか Ａ

　学校図書館の充実を図ることができる。環境改善と
児童・生徒の学校図書館の利用を図ることができる。

公　平　性
事業の目的に対して受益
の機会が均等か Ａ

　学校図書館の充実を図ることができる。環境改善と
児童・生徒の学校図書館の利用を図ることができる。

評　価　　５段階とその理由を記入（Ａ：高い　Ｂ：やや高い　Ｃ：普通　Ｄ：やや低い　Ｅ：低い）

必　要　性
町が実施する必要がある
のか Ａ

　学校図書館法に学校図書館司書設置の努力義務
規定があり、学校図書館の充実も含め司書を配置す
るもの。

効　率　性
投入した費用に見合った効
果が得られているか Ａ 　学校図書館の充実を図ることができる。

総 合 評 価 継続（現状維持）
学校図書館の司書教諭は、担当教科やクラス担
任を持っており不在が多いので、学校司書の配
置が必要となる。

・特になし

総 合 評 価 継続（現状維持）

平成27年度までの
改 善 点

　平成26年の補正予算により、図書館システムの入れ替えと非常勤学校図書館
司書を予算化し学校図書館の充実を図った。

平成28年度の見直し
及び改善

（実績または予定）
　特になし

平成29年度以降の
方向性

　現状維持

学校教育課(小中学校図書館司書配置事業)



平成28年度事務事業評価シート

平成28年６月30日作成

款 項 目 年度

１　事業概要（平成28年度）

２　実施結果 (単位　円）

事 業 番 号 1252 担 当 課 等 学校教育課

事 務 事 業 名 校務支援システム整備事業

Ｐ127 4 Ⅰ 3 （1） ⑩

事 業 開 始 年 度 平成 28

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

予 算 科 目 コ ー ド 会計 01 09 01 02

関 連 する 個 別 計 画

目　　的
　学校における成績管理や出欠管理などの教員が行う校務について、情報の漏
えい防止や校務の負担軽減を図るためのシステムの導入。

対　　象 　湯河原中学校

ゆがわら2011プラン
後 期 基 本 計 画

生涯を通じて学び
豊かな心を育むま
ちづくり

生涯学習の推進 学校教育 小・中学校教育の
充実

教育施設・設備・整備
の推進

内　　容 　校務支援システムを中学校へ先行導入する。

コ
ス
ト

区  分 平成26年度（決算） 平成27年度（決算） 平成28年度（見込）

人
件
費

常勤職員

人件費合計 0 0 0

総事業費 0 0 888,000

非常勤職員等

事業費 0 0 888,000

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成26年度 平成27年度 目標値

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

一般財源 0 0 888,000

財源合計 0 0 888,000

その他特定財源

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成26年度 平成27年度 目標値

学校教育課(校務支援システム整備事業)



３　平成27年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（平成29年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

有　効　性
事業の目的に対して成果
が得られているか

公　平　性
事業の目的に対して受益
の機会が均等か

評　価　　５段階とその理由を記入（Ａ：高い　Ｂ：やや高い　Ｃ：普通　Ｄ：やや低い　Ｅ：低い）

必　要　性
町が実施する必要がある
のか

効　率　性
投入した費用に見合った効
果が得られているか

総 合 評 価 完了

校務負担の効率化や情報セキュリティー強化を
図るためのシステム導入であり、導入後はシステ
ムのメンテナンス及びリース料の負担が発生す
る。

・特になし

総 合 評 価 完了 システム導入費のため完了

平成27年度までの
改 善 点

　特になし

平成28年度の見直し
及び改善

（実績または予定）
　平成29年４月から本格的な運用を開始する。

平成29年度以降の
方向性

学校教育課(校務支援システム整備事業)


